
最
後
に

SURVEY REPORT

　　　
国
内
肥
料
消
費
量
の
減
少
や
、政
府

主
導
で
進
め
ら
れ
る
肥
料
価
格
の
引
下

げ
に
よ
り
、肥
料
関
連
事
業
者
間
の
競

争
は
、今
後
一
層
激
化
す
る
こ
と
が
想

定
さ
れ
ま
す
。コス
ト
削
減
に
よ
る
価
格

競
争
力
の
強
化
の
み
な
ら
ず
、土
地
や

作
物
毎
に
適
し
た
肥
料
の
開
発
・
提
供

や
、適
切
な
施
肥
タ
イ
ミ
ン
グ
と
いっ
た

営
農
指
導
の
強
化
な
ど
、提
供
す
る

商
材
の
付
加
価
値
を
い
か
に
高
め
る
か

が
重
要
に
な
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

　
肥
料
は
農
作
物
の
品
質
を
左
右
す

る
農
業
資
材
の
一
つ
で
あ
り
、肥
料
業

界
の
動
向
は
、農
業
の
動
向
と
密
接
な

関
係
に
あ
り
ま
す
。肥
料
関
連
事
業
者

が
今
後
の
取
組
み
を
検
討
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、農
作
物
の
需
要
拡
大
や
販

路
の
整
備
な
ど
、農
業
、そ
し
て
そ
の
先

に
あ
る
食
品
産
業
と
いっ
た
関
連
分
野

に
つ
い
て
も
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る

と
思
わ
れ
ま
す
。

※
本
レ
ポ
ー
ト
の
詳
細
版
を
ご
希
望
さ
れ
る
方

　は
各
お
取
引
店
へ
お
問
合
せ
く
だ
さ
い

株式会社ＦＦＧビジネスコンサルティング
産業調査部
研究員
山田 耀介
2016年福岡銀行入行
2019年より産業調査業務に従事
（※現在、外部機関の産業調査部門へ出向中）
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●（図3）大規模農業経営体（九州）

（出典）農林水産省｢農林業センサス｣
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●（図2）大規模農業経営体（北海道を除く全国※）

※北海道における大規模農業経営体が耕作する面積の割合は、2000年が69.3％、2015年が
　83.6％と、他地域と比較して極めて高いため、除外
（出典）農林水産省｢農林業センサス｣
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九州の身近
なデータを

ワンポイント
解説する

コーナーで
す。

今月の注目データ

　
少
子
化
や
、学
生
の
都
市
部
へ
の
集
中
化
に

悩
む
地
方
の
高
等
教
育
機
関
に
と
っ
て
、留
学

生
の
獲
得
が
学
校
経
営
の
要
に
な
っ
て
い
ま

す
。そ
こ
で
都
道
府
県
別
に
、人
口
10
万
人
当

た
り
の
高
等
教
育
機
関（
大
学
院
、学
部
、短

大
、高
専
）に
お
け
る
留
学
生
数
を
見
て
み
る

と
、大
分
県
が
全
国
第
2
位（
3
1
7
・
0

人
）、福
岡
県
が
第
5
位（
1
7
0・2
人
）、長

崎
県
が
第
9
位（
1
1
6
・
1
人
）と
全
国
平

均（
1
0
9・1
人
）を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

　
生
徒
数
の
ほ
ぼ
半
数
を
留
学
生
が
占
め
る

立
命
館
ア
ジ
ア
太
平
洋
大
学
の
あ
る
大
分
県

で
は
、「
大
分
県
海
外
戦
略
」に
基
づ
き
、県
内

に
居
住
す
る
留
学
生
に
対
し
、卒
業
後
も
引
き

続
き
県
内
に
定
着
し
て
も
ら
う
た
め
の
支
援

を
行
う
と
と
も
に
、留
学
生
O
B
等
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
強
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　
欧
米
諸
国
で
は
高
等
教
育
機
関
の
留
学
生

比
率
が
日
本
よ
り
高
い
の
が
現
状
で
す
。今
後

わ
が
国
の
国
際
競
争
力
を
高
め
る
た
め
に
も
、

留
学
生
の
人
材
育
成
は
ま
す
ま
す
重
要
性
が

増
す
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

出所：独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）「留学生調査」、総務省統計局「人口推計（2018年10月1日現在）」を基に、FFGビジネスコンサルティング作成
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